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天然資源の枯渇不安、価格の乱高下
食料自給率 で大丈夫か
新興国経済の拡大、人口爆発は続く

 
  

 
 
天然資源の枯渇不安、価格の乱高下
食料自給率 で大丈夫か
新興国経済の拡大、人口爆発は続く

 
  インフレ抵抗力のある資産 

金融商品の分散 

 
 

年から人口減少が開始した日本
二極化する地価と不動産の価値保全
米国は人口増加し、日米の格差拡大
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  円建資産だけで大丈夫か 

不動産の評価と処分 

 
 
国の借金 兆円（ 年 月末・予想）
社会保障と税の一体改革で給付削減
消費税、相続税、シニアの増税は不可避
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人口減少社会の課題将来のインフレにどう備えるか

財政再建のための増税・社会保障改革

殖やす運用も取り入れる 

 
 
貯蓄から投資への流れは続く
資産設計にＮＩＳＡなどを活用する

兆円の個人金融資産の生む経済力
 

  

 
 
貯蓄から投資への流れは続く
資産設計にＮＩＳＡなどを活用する

兆円の個人金融資産の生む経済力
 

  

金融改革の恩恵を受ける資産設計とは

国策も考慮した資産設計 

個人資産 
生活設計 

1 

１．環境変化 ～私たちの資産・暮らしへの影響～

当資料は、信頼性のある情報を基に㈱エフピーインテリジェンスが作成しております。記載された内容は作成時点でのものであり、その正確性・完全性を保証するものではありません。 

なお、将来的に税制改正、市場環境やその他の状況により、記載されている内容が変更となる場合もありますのでご承知おきください。 
 

「厳しさを増す日本経済と日本人のライフプラン」

特定非営利活動法人（ 法人）
日本ファイナンシャル・プランナーズ協会

理事長 白根壽晴 
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 日本の将来推計人口  
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         （年） 
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(出所：United Nations, World Population Prospects):  
The 2006 Revision（中位推計） 

 

 世界人口の推移と推計  

人口 億 万人（世界第 位）／ 年

⇒ 年代には 億人超に

出生率 人（ 年）を維持

移民制度もあり、人口は緩やかに上昇

維持し、日本との格差拡大
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⇒ 年代には 億人超に

出生率 人（ 年）を維持

移民制度もあり、人口は緩やかに上昇

維持し、日本との格差拡大

アメリカ 日本

年次 実額 年実質：内閣府

実質 兆円の約 ％は個人消費

 
労働人口の減少と消費市場の縮小

⇒経済力、国力の低下の恐れ

高齢化による社会保障費の増加 

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（ 年推計）」
（年） 

総人口（単位：万人） 
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３．環境変化 ～少子化・人口減少と日本社会～ 
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原油価格の推移  

米同時テロ 

イラク戦争 

（ ） 年 月～ 年 月

エフピーインテリジェンスにて作成

年 月現在

（出所：ＩMF Primary Commodity Pricesより エフピーインテリジェンスにて作成） 

穀物等の国際価格の動向  

（年） 

水不足の危険度  

出所： 年 国連世界水発展報告書

リーマンショック 

韓国、中国、インド、パキスタン、中東諸国、
北アフリカ諸国、南アフリカなどが特に深刻
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２．環境変化 ～インフレ対応力不足の日本人～
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  金融政策の影響  
金融所得一体課税を推進 「貯蓄から投資へ」を再加速 

とＤＣの拡充    英国にならった制度導入 
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国策も意識した資産運用・生活設計が必要に！ 国策も意識した資産運用・生活設計が必要に！ 

年から続く貿易黒字 ＜ 所得収支黒字の傾向が拡大 
企業と個人の海外投資・外貨建資産投資の成果 

 

年から続く貿易黒字 ＜ 所得収支黒字の傾向が拡大 
企業と個人の海外投資・外貨建資産投資の成果 

 

 貿易立国政策偏重から金融立国化へ  

【国際収支状況】  （単位：億円） 

（出所：財務省国際収支状況） 

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

貿易・サービス収支 ５５，１７６ －５０，３０６ －９２，７５３ －１４４，６３５ －９３，８１０

貿易収支 ８０，３３２ －２２，０９７ －５２，４７４ －１１０，１８７ －６５，７０８

輸出  ６４９，１７５ ６２８，４３８ ６２２，０２６ ６９７，５１０ ７５６，１３２

輸入 ５６８，８４３ ６５０，５３５ ６７４，４９９ ８０７，６９７ ８２１，８３９

サービス収支 －２５，１５５ －２８，２１０ －４０，２８０ －３４，４４８ －２８，１０２

第一次所得収支 １３９，２６０ １４３，０８５ １４４，８２３ １７３，８２０ １９１，３６９

第二次所得収支 －１１，７４９ －１０，９２７ －９，５７７ －１４，４７１ －１９，４５９

経常収支 １８２，６８７ ８１，８５２ ４２，４９２ １４，７１５ ７８，１００
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５．環境変化 ～金融改革の恩恵を受ける資産運用～

消費税10%→20%以上もあり得る

相続税の課税対象範囲の拡大

公的年金と健康保険料の負担額の増加

公的年金支給開始年齢の引き上げも

消費税10%→20%以上もあり得る

相続税の課税対象範囲の拡大

公的年金と健康保険料の負担額の増加

公的年金支給開始年齢の引き上げも

日本の財政日本の財政 社会保障と税の一体改革社会保障と税の一体改革

その結果…

平成 年度財政状況平成 年度財政状況

税収＋税外収入 兆円税収＋税外収入 兆円

一般歳出 兆円
地方交付税等 兆円
国債費 兆円

一般歳出 兆円
地方交付税等 兆円
国債費 兆円

公債金収入＝借金 兆円公債金収入＝借金 兆円

国の借金残高 約 兆円＋α国の借金残高 約 兆円＋α

―

＝

一般政府のグロス債務残高 対名目 比率（ 年）一般政府のグロス債務残高 対名目 比率（ 年）

注）一般政府は、中央銀行・地方政府・社会保障基金を合わせたもの
（出所： より）
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４．環境変化 ～財政悪化が可処分所得を減少させる～ 


